
 

建設工事等の入札及び契約に係る情報の公表要領 

施行日 平成１３年７月１０日 

 

第１ 趣 旨 

  この要領は、本市が発注する建設工事（以下「工事」という。）及び工事に係る設計･調査･

測量業務（以下「設計等」という。）の入札及び契約に係る情報の公表に関し必要な事項を

定めるものとする。 

 

第２ 工事の発注見通しに関する公表 

１ 公表対象工事 

当該年度に発注する予定価格が２５０万円を超えると見込まれる工事とする。ただし、

公表時期に２の公表内容に不明な項目があり、発注の見通しがたたない工事は公表しないこ

とができるものとする。 

２ 公表内容 

(1) 工事の名称、場所、期間、種別及び概要 

(2) 入札及び契約の方法 

(3) 入札を行う時期（随意契約にあっては、契約を締結する時期） 

３ 公表方法等 

次の左欄の場所において、右欄の内容を閲覧に供し、併せて市のホームページに掲載する

ものとする。 

 

 

 

 

 

 

４ 公表時期 

(1) 当該年度の発注見通しを概ね４月１日(当該日において当該年度の予算が成立し

ていない場合にあっては､予算の成立の日)以降、公表が可能な状態となり次第、

遅滞なく公表する。 

(2) 当該年度の７月、１０月及び１月に、すでに公表した発注見通しに関する事項

を見直し、公表する。 

５ 公表期間 

当該年度の３月３１日までとする。 

 

第３  入札及び契約の過程に関する事項の公表 

１  工事及び設計等の入札、契約結果等に係る公表 

(1)  公表対象 

軽微な工事の執行要領に定める軽微な工事を除く工事及び設計等の入札及び契約 

閲  覧  場  所 閲  覧  内  容 

技術監理局契約課（以下｢契約課｣と

いう。）及び北九州市立文書館 

契約課及び各整備事務所の契約に係

る工事の発注見通し 

各整備事務所庶務課 契約課及び当該整備事務所の契約に

係る工事の発注見通し 



 

 

(2) 公表内容、時期等 

        別表のとおりとする。 

  (3) 公表期間 

    公表した日の翌日から起算して１年が経過する日までとする。 

２ 工事及び設計等の契約内容及び契約変更に係る公表 

    (1) 公表対象 

軽微な工事の執行要領に定める軽微な工事を除く工事及び設計等 

(2) 公表内容 

ア  契約の相手方の商号又は名称及び住所 

イ  工事又は設計等の名称、場所、種別及び概要 

ウ  工事の工期又は設計等の履行期間 

エ  契約金額 

オ  契約金額の変更を伴う契約の変更をしたときは、変更後の契約に係るア(住所を除

く。)からエの事項及び変更の理由 

(3) 公表時期及び期間 

契約締結後又は契約変更後遅滞なく公表するものとし、期間は、公表した日の翌日から

起算して１年が経過する日までとする。 

３ 公表方法、場所等 

公表方法は、原則として、市のホームページに掲載する方法によるものとする。 

   ただし、1-(2)の別表で示す公表手段のうち、紙での閲覧としている項目及び 2-(2)の公表

場所、公表方法は、契約担当課事務室内において閲覧に供するものとする。 

 

第４ 工事及び設計等の競争入札参加資格を有する者に関する公表 

    (1) 工事の公表内容 

      ア  有資格者の商号、代表者名、所在地及び電話番号 

      イ  申請工種及び申請順位 

      ウ  総合点数及びランク 

    (2) 設計等の公表内容 

      ア  有資格者の商号、登録番号、代表者名、郵便番号、所在地、電話番号 

      イ  申請業務及び業務内容 

      ウ  企業規模及び地域区分 

    (3) 公表時期及び期間 

      有資格業者名簿の作成後遅滞なく公表するものとし、期間は、当該有資格業者名簿の有効

期間とする。 

    (4) 公表場所、方法等 

      公表場所は、技術監理局契約制度課及び北九州市立文書館並びに各整備事務所庶務課とし、

公表方法は、閲覧に供するものとする。 

      併せて、(1)の公表内容に加え、有資格者の登録番号、許可番号、郵便番号及び申請工種

  



 

ごとの得意工事並びに許可区分を、また(2)の公表内容のうちウを除く情報を市のホームペ

ージに掲載するものとする。 

 

第５  事務処理及び様式等 

      工事等の入札及び契約に係る情報の公表の事務処理、様式その他の必要な事項については、

技術監理局長が別に定める。 

 

付 則 

１  この要領は、平成１３年７月１０日に施行し、平成１３年４月１日以降入札する工事から適

用する。 

２  建設工事等競争入札結果等の公表要領（昭和５６年１月１日制定）は、廃止する。 

付 則 

この要領は、平成１４年４月１日に施行し、同日以降入札する工事から適用する。 

付 則 

この要領は、平成１６年４月１日に施行し、同日以降入札する工事から適用する。 

付 則 

この要領は、平成１６年７月１０日に施行し、平成１６年４月１日以降入札する工事から適用

する。 

付 則 

この要領は、平成１７年４月１日に施行し、同日以降指名する工事から適用する。 

付 則 

この要領は、平成１７年６月１日に施行する。 

付 則 

この要領は、平成２０年４月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２０年１２月８日から施行し、同日以降に入札を公告し、又は指名する工事

から適用する。 

付 則 

この要領は、平成２１年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要領は、平成２２年１０月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２３年１２月１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２５年８月２１日から施行する。 

付 則 

この要領は、平成２８年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

  



 

  付 則 

この要領は、令和７年４月１日から施行し、同日以降に入札を公告し、又は指名する工事から

適用する。 

 



 

別表   工事及び設計等の入札、契約結果等に係る公表内容、時期及び手段 
 

区   
分 

公 表 内 容 
公表内容別 
公 表 時 期 

公表手段 

 
一
般
競
争
入
札 

① 予定価格 
② 件名 
③ 場所 
④ 入札日時 
⑤ 入札参加業者名 
⑥ 各回入札金額 
⑦ 総合評価方式適用時の評価値 
⑧ 落札業者名 
⑨ 低入札価格調査の対象となった業者名 
⑩ 競争参加資格確認申請書提出業者名 
⑪ 競争参加資格がないと認めた業者名及びその理由 
⑫ 調査基準価格、最低制限価格又は基準価格 
⑬ 調査基準価格及び最低制限価格を算出する際に用

いた任意の係数 
⑭ 低入札価格調査により落札候補者を落札者とせず

次順位者を落札者とした場合の理由 

①～④ 
入札の公告時 
 
 
⑤～⑬ 
入札終了後速やかに 
 
 
 
 
⑭ 
契約締結後（仮契約を
含む。）速やかに 

①～⑬ 
市ホームページ掲載 
 
 
 
 
 
 
 
 
⑭ 
紙での閲覧 

 
指
名
競
争
入
札 

① 予定価格 
② 件名 
③ 場所 
④ 入札日時 
⑤ 指名業者名 
⑥ 入札参加業者名 
⑦ 各回入札金額 
⑧ 総合評価方式適用時の評価値 
⑨ 落札業者名 
⑩ 低入札価格調査の対象となった業者名 
⑪ 指名理由 
⑫ 調査基準価格、最低制限価格又は基準価格 
⑬ 調査基準価格及び最低制限価格を算出する際に用

いた任意の係数 
⑭ 低入札価格調査により落札候補者を落札者とせず

次順位者を落札者とした場合の理由 

①～④ 
業者選定委員会終了
後速やかに 
 
 
⑤～⑩、⑫、⑬ 
入札終了後速やかに 
 
 
⑪、⑭ 
契約締結後(仮契約を
含む。)速やかに 

①～④ 
紙での閲覧 
 
 
 
⑤～⑩、⑫、⑬ 
市ホームページ掲載 
 
 
⑪、⑭ 
紙での閲覧 

 
随
意
契
約 

① 予定価格 
② 件名 
③ 場所 
④ 見積日時 
⑤ 契約の相手方 
⑥ 見積金額 
⑦ 相手方の選定理由 

①～⑦ 
契約締結後(仮契約を
含む。)速やかに 
 

①～⑤ 
市ホームページ掲載 
 
 
⑥、⑦ 
紙での閲覧 

備 
考 

調査基準価格､最低制限価格、基準価格、指名競争入札における指名理由の公表については、工事に
係るもののみを対象とする。 

価格及び金額は、消費税及び地方消費税相当額を除いた額で表示する。 

 

 


